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は し が き 

 

本報告書は当研究所が平成 24 年に行った研究会事業である「米国内政と外交における

新展開」についての成果をまとめたものです。本プロジェクトでは、オバマ政権一期目で

大きく変わってきた米国内政・外交部分を取り出し、集中的にその原因や特に対アジア外

交、日米関係、日本外交への含意を検討し、オバマ政権二期目への理解の橋渡しをします。 

米国国内では、2008 年に共和党政権が民主党政権に代わった一方で、2010 年中間選挙

をきっかけにティーパーティ系議員の躍進もあり、内政面でまず大きな変化がありました。

国内のイデオロギー的分極化がより一層進み、ティーパーティ議員らによる財政再建の圧

力が強まった結果、議会が予算の大幅削減を強く要求する一方、オバマ政権は予算削減と

関連させつつ、軍事費削減と米軍再編を進めてきています。 

安全保障面では、中国などアジアの新興国の台頭を受けて、アジア太平洋を重視する「ア

ジア・ピボット（リバランシング）」と呼ばれる米国の変化が指摘されています。一方で、

予算面・軍事面で制約されつつある米国は、中国の軍事費や軍事的活動の増大、サイバー

セキュリティの脅威、イランの核開発や「中東の春」を受けた困難な対中東外交などにも

直面し、安全保障上の優先順位付けの取捨選択にも迫られています。 

経済政策においても、米国は大きな変化を見せています。リーマンショック以降の不景

気や高い失業率の中、市場拡大や自由貿易体制を推進するべく、アジアにおける TPP（環

太平洋パートナーシップ協定）を推し進めてきています。一方で、ティーパーティ運動の

影響を受けた共和党の一部における通商政策保護主義化に関する動向も注意する必要があ

りましょう。さらに、米国はシェールガス革命を受けてエネルギー政策を転換しつつあり、

エネルギー資源の重要性がますます高まる我が国でも耳目を集めています。 

なお、ここに表明されている見解はすべて個人のものであり当研究所の意見を代表する

ものではありません。しかし、このような成果が日本のアメリカ政治研究の向上に資する

ことを心から期待するものであります。 

最後に、本研究に積極的に取り組まれ、報告書の作成に尽力いただいた執筆者各位、な

らびにその過程でご協力いただいた関係各位に対し改めて深甚なる謝意を表します。 
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